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　　　　　　　　　　（該当者数）
平成   7 年    7月調査（3,459 人）

平成 12年    2 月調査（3,378 人）

平成 14年   7 月調査（3,561 人）

平成 16年 11 月調査（3,502 人）

平成 19年   8 月調査（3,118 人）

平成 21年 10 月調査（3,240 人）

平成 24年 10 月調査（3,033 人）

　　　　　　　   女性（1,601 人）

　　　　　　　   男性（1,432 人）

男性の方が優遇されている
　男性の方が非常に優遇されている
　どちらかと言えば男性の方が優遇されている
　平等

女性の方が優遇されている
　どちらかと言えば女性の方が優遇されている
　女性の方が非常に優遇されている
　わからない
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　　　　　　　　　　（該当者数）
昭和54年   5 月調査（8,239 人）

平成 14年   7 月調査（3,561 人）

平成 16年 11月調査（3,502 人）

平成 19年   8 月調査（3,118 人）

平成 21年 10月調査（3,240 人）

平成 24年 10月調査（3,033 人）

平成 26年   8 月調査（3,037 人）

　　　　　　　   女性（1,692 人）

　　　　　　　   男性（1,345 人）

　賛成　　どちらかといえば賛成　　わからない　　どちらかといえば反対　　反対

内訳

内訳

国際婦人年（目標：平等、発展、平和）
国際婦人年世界会議（メキシコシティ）
「世界行動計画」採択

国連第34回総会「女子差別撤廃条約」採択

「国連婦人の十年」中間年世界会議（コペンハーゲン）
「国連婦人の十年後半期行動プログラム」採択

「国連婦人の十年」ナイロビ世界会議「婦人の地位向上の
ためのナイロビ将来戦略」採択

国連婦人の地位委員会拡大会期
国連経済社会理事会「婦人の地位向上のためのナイロビ将来
戦略に関する第１回見直しと評価に伴う勧告及び結論」採択

第４回世界女性会議－平等、開発、平和のための行動（北京）
「北京宣言及び行動綱領」採択

国連特別総会「女性2000年会議」（ニューヨーク）

国連「北京＋10」閣僚級会合（ニューヨーク）

国連「北京＋15」記念会合（ニューヨーク）

UN Women 正式発足

第56回国連婦人の地位委員会「自然災害における
ジェンダー平等と女性のエンパワ―メント」決議案採択

第５８回国連婦人の地位委員会「自然災害における
ジェンダー平等と女性のエンパワーメント」決議案採択

国連「北京+２０」記念会合（第59回国連婦人の地位委員会（ニューヨーク））
第３回国連防災世界会議（仙台）「仙台防災枠組」採択

男女共同参画社会とは

男女共同参画に関する意識

男女共同参画社会の定義（男女共同参画社会基本法第２条）

２  固定的な性別役割分担意識 ＜夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである＞

　男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における
活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び
文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会。

１  男女の地位の平等感

　社会全体で見た場合、男女の
地位について、69.8％が「男性の
方が優遇されている」と考えて
います。
　男女別にみると、「男性の方が
優遇されている」と回答した人は
男性よりも女性に多くなってい
ます。

備考

内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」
より作成。

国際婦人年以降の国内外の動き 男女共同参画社会基本法

第３次男女共同参画基本計画

　男女共同参画社会基本法に基づく基本計画として、平成22年12月17日に第３次男女共同参画基本計画が
閣議決定されました。
　第３次基本計画では、15の重点分野を掲げ、それぞれについて、平成32（2020）年までを見通した施策
の基本的方向性と平成27（2015）年度末までに実施する具体的施策の内容を示しています。

　男女共同参画社会基本法は、平成11年６月に公布・施行されました。
　基本法では、男女共同参画社会を実現するための５つの基本理念を定め、国、地方公共団体、国民、
それぞれの責務を明らかにしています。

第  1  分野　　政策・方針決定過程への女性の参画の拡大
第  2  分野　　男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し、意識の改革
第  3  分野　★男性、子どもにとっての男女共同参画
第  4  分野　　雇用等の分野における男女の均等な機会と待遇の確保
第  5  分野　　男女の仕事と生活の調和
第  6  分野　　活力ある農山漁村の実現に向けた男女共同参画の推進
第  7  分野　★貧困など生活上の困難に直面する男女への支援
第  8  分野　★高齢者、障害者、外国人等が安心して暮らせる環境の整備
第  9  分野　　女性に対するあらゆる暴力の根絶
第 10 分野　　生涯を通じた女性の健康支援
第 11 分野　　男女共同参画を推進し多様な選択を可能にする教育・学習の充実
第 12 分野　★科学技術・学術分野における男女共同参画
第 13 分野　　メディアにおける男女共同参画の推進
第 14 分野　★地域、防災・環境その他の分野における男女共同参画の推進
第 15 分野　　国際規範の尊重と国際社会の「平等・開発・平和」への貢献

経済社会情勢の変化等に対応して、重点分野を新設（★印）。
実効性のあるアクション・プランとするため、それぞれの重点分野に「成果目標」全 82 項目を設定しています。

2020年に指導的地位に女性が占める
割合を少なくとも30％程度とする
目標に向けた取組を推進

・中間目標の設定や多様なポジティブ・
　アクションを推進

・政治、司法、経済分野など、これまで
　取り上げてこなかった分野や必ずしも
　積極的ではなかった分野についても、
　国は積極的に働きかけ

女性の活躍による経済社会の活性化や
「M字カーブ問題」の解消も強調

・女性の継続就業支援や再就職支援等の
　施策の実施

国の責務
●基本理念に基づき、男女共同参画
　基本計画を策定
●積極的改善措置を含む男女共同
　参画社会づくりのための施策を
　総合的に策定・実施

地方公共団体の責務
●基本理念に基づき、男女共同参画
　社会づくりのための施策に取り組む
●地域の特性を活かした施策の展開

国民の責務
●男女共同参画社会づくりに協力
　することが期待されている

　昭和 54 年調査では賛成の
割合が７割を超えていましたが、
平成16 年調査で明確に反対
（「反対」＋「どちらかといえば
反対」）が賛成を上回り、19年調査
では反対が5割を超えました。
　その後、24 年調査では賛成が
反対を上回りましたが、26 年
調査で再び反対が賛成を上回り
ました。

備考

内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」
（平成 24 年10月まで）、「女性の活躍推進に関する
世論調査」（平成26年8月）より作成。
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国際婦人年（目標：平等、発展、平和）
国際婦人年世界会議（メキシコシティ）
「世界行動計画」採択

国連第34回総会「女子差別撤廃条約」採択

「国連婦人の十年」中間年世界会議（コペンハーゲン）
「国連婦人の十年後半期行動プログラム」採択

「国連婦人の十年」ナイロビ世界会議「婦人の地位向上の
ためのナイロビ将来戦略」採択

国連婦人の地位委員会拡大会期
国連経済社会理事会「婦人の地位向上のためのナイロビ将来
戦略に関する第１回見直しと評価に伴う勧告及び結論」採択

第４回世界女性会議－平等、開発、平和のための行動（北京）
「北京宣言及び行動綱領」採択

国連特別総会「女性2000年会議」（ニューヨーク）

国連「北京＋10」閣僚級会合（ニューヨーク）

国連「北京＋15」記念会合（ニューヨーク）

UN Women 正式発足

第56回国連婦人の地位委員会「自然災害における
ジェンダー平等と女性のエンパワ―メント」決議案採択

第５８回国連婦人の地位委員会「自然災害における
ジェンダー平等と女性のエンパワーメント」決議案採択

国連「北京+２０」記念会合（第59回国連婦人の地位委員会（ニューヨーク））
第３回国連防災世界会議（仙台）「仙台防災枠組」採択

1975（昭和50）年

  1977（昭和52）年

  1979（昭和54）年

  1980（昭和55）年

  1981（昭和56）年

  1985（昭和60）年

1986（昭和61）年

1987（昭和62）年

1990（平成   2）年

1991（平成   3）年

1994（平成   6）年

1995（平成   7）年

1996（平成   8）年

1997（平成   9）年

1999（平成11）年

2000（平成12）年

2001（平成13）年

2002（平成14）年

2003（平成15）年

2004（平成16）年

2005（平成17）年

2006（平成18）年

2007（平成19）年

2008（平成20）年

2009（平成21）年

2010（平成22）年

2011（平成23）年

2012（平成24）年

2013（平成25）年

2014（平成26）年

2015（平成27）年

日本の動き

婦人問題企画推進本部設置
婦人問題企画推進会議開催

「国内行動計画」策定
「国立女性教育会館」設置

「国内行動計画後期重点目標」策定

「国籍法」の改正
「男女雇用機会均等法」の公布
「女子差別撤廃条約」批准

婦人問題企画推進本部拡充：構成を全省庁に拡大
婦人問題企画推進有識者会議開催

「西暦2000年に向けての新国内行動計画」策定

「育児休業法」の公布

男女共同参画室・男女共同参画審議会（政令）・男女共同参画推進本部設置

「育児休業法」の改正（介護休業制度の法制化）

男女共同参画推進連携会議（えがりてネットワーク）発足
「男女共同参画2000年プラン」策定

男女共同参画審議会設置（法律）
「男女雇用機会均等法」改正
「介護保険法」公布

「男女共同参画社会基本法」公布、施行
「食料・農業・農村基本法」公布、施行

「男女共同参画基本計画」閣議決定

男女共同参画会議設置
男女共同参画局設置
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」施行
第１回男女共同参画週間
「仕事と子育ての両立支援策の方針について」閣議決定

アフガニスタンの女性支援に関する懇談会開催

「女性のチャレンジ支援策の推進について」男女共同参画推進本部決定
「少子化社会対策基本法」公布、施行
女子差別撤廃条約実施状況第４回・５回報告審議
「次世代育成支援対策推進法」公布、施行

「女性国家公務員の採用・登用の拡大等について」男女共同参画推進本部決定
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」改正

「男女共同参画基本計画（第２次）」閣議決定
「女性の再チャレンジ支援プラン」策定

「国の審議会等における女性委員の登用の促進について」男女共同参画推進本部決定
「男女雇用機会均等法」改正
東アジア男女共同参画担当大臣会合開催
「女性の再チャレンジ支援プラン」改定

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」改正
「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」改正
「子どもと家族を応援する日本」重点戦略とりまとめ
「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び
「仕事と生活の調和推進のための行動指針」策定

「女性の参画加速プログラム」男女共同参画推進本部決定
女子差別撤廃条約実施状況第 6回報告提出

男女共同参画シンボルマーク決定
「育児・介護休業法」改正
女子差別撤廃条約実施状況第６回報告審議

APEC 第 15 回女性リーダーズネットワーク（WLN）会合
第８回男女共同参画担当者ネットワーク（GFPN）会合
「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び
「仕事と生活の調和推進のための行動指針」改定
「第３次男女共同参画基本計画」閣議決定

「「女性の活躍促進による経済活性化」行動計画」策定

若者・女性活躍推進フォーラムの開催、提言
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」改正（平成26年1月施行）
「日本再興戦略」（平成25年6月14日閣議決定）の中核に「女性の活躍推進」が位置づけられる。

「日本再興戦略」改訂2014（平成26年6月24日閣議決定）に「『女性が輝く社会』の実現」が
掲げられる。
女性が輝く社会に向けた国際シンポジウム（WAW!Tokyo2014）開催

「女性活躍加速のための重点方針2015」策定
「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」公布

「国内行動計画」策定
「国立女性教育会館」設置

「国内行動計画後期重点目標」策定

「国籍法」の改正
「男女雇用機会均等法」の公布
「女子差別撤廃条約」批准

婦人問題企画推進本部拡充：構成を全省庁に拡大
婦人問題企画推進有識者会議開催

「西暦2000年に向けての新国内行動計画」策定

「育児休業法」の公布

男女共同参画室・男女共同参画審議会（政令）・男女共同参画推進本部設置

「育児休業法」の改正（介護休業制度の法制化）

男女共同参画推進連携会議（えがりてネットワーク）発足
「男女共同参画2000年プラン」策定

男女共同参画審議会設置（法律）
「男女雇用機会均等法」改正
「介護保険法」公布

「男女共同参画社会基本法」公布、施行
「食料・農業・農村基本法」公布、施行

「男女共同参画基本計画」閣議決定

男女共同参画会議設置
男女共同参画局設置
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」施行
第１回男女共同参画週間
「仕事と子育ての両立支援策の方針について」閣議決定

アフガニスタンの女性支援に関する懇談会開催

「女性のチャレンジ支援策の推進について」男女共同参画推進本部決定
「少子化社会対策基本法」公布、施行
女子差別撤廃条約実施状況第４回・５回報告審議
「次世代育成支援対策推進法」公布、施行

「女性国家公務員の採用・登用の拡大等について」男女共同参画推進本部決定
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」改正

「男女共同参画基本計画（第２次）」閣議決定
「女性の再チャレンジ支援プラン」策定
「国の審議会等における女性委員の登用の促進について」男女共同参画推進本部決定
「男女雇用機会均等法」改正
東アジア男女共同参画担当大臣会合開催
「女性の再チャレンジ支援プラン」改定

「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」改正
「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」改正
「子どもと家族を応援する日本」重点戦略とりまとめ
「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び
「仕事と生活の調和推進のための行動指針」策定

「女性の参画加速プログラム」男女共同参画推進本部決定
女子差別撤廃条約実施状況第 6回報告提出

男女共同参画シンボルマーク決定
「育児・介護休業法」改正
女子差別撤廃条約実施状況第６回報告審議

APEC 第 15 回女性リーダーズネットワーク（WLN）会合
第８回男女共同参画担当者ネットワーク（GFPN）会合
「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び
「仕事と生活の調和推進のための行動指針」改定
「第３次男女共同参画基本計画」閣議決定

「「女性の活躍促進による経済活性化」行動計画」策定

若者・女性活躍推進フォーラムの開催、提言
「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」改正（平成26年1月施行）
「日本再興戦略」（平成25年6月14日閣議決定）の中核に「女性の活躍推進」が位置づけられる。

「日本再興戦略」改訂2014（平成26年6月24日閣議決定）に「『女性が輝く社会』の実現」が掲げられる。
女性が輝く社会に向けた国際シンポジウム（WAW!Tokyo2014）開催「日本再興戦略」改訂2014
（平成26年 6月24日閣議決定）に「『女性が輝く社会』の実現」が掲げられる。

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」成立

重点分野

男女共同参画づくりの
ために、国際社会と共に
歩むことも大切です。他の
国々や国際機関と相互に
協力して取り組む必要が
あります。

国際的協調

基本理念

男女共同参画社会を
実現するための
5 本の柱

固定的な役割分担意識に
とらわれず、男女が様々な
活動ができるように社会の
制度や慣行の在り方を
考える必要があります。

社会における制度又は
慣行についての配慮

男女の個人としての尊厳を
重んじ、男女の差別をなくし、
男性も女性もひとりの人間と
して能力を発揮できる機会
を確保する必要があります。

男女の人権の尊重

男女が社会の対等なパートナーとして、
あらゆる分野において方針の決定に参画
できる機会を確保する必要があります。

政策等の立案及び
決定への共同参画

男女が対等な家族の構成員として、互いに
協力し、社会の支援も受け、家族としての役割を
果たしながら、仕事や学習、地域活動等が
できるようにする必要があります。

家庭生活における活動と
他の活動の両立
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上記ホームページでは、より詳しいデータを掲載した
男女共同参画白書、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・
バランス）レポートをご覧いただけます。

ワーク・ライフ・バランスの
シンボルマーク

女子差別撤廃条約30周年
シンボルマーク

女性に対する
暴力根絶のための
シンボルマーク
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